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１． はじめに

　１９８９年ポーランド，ハンガリー 東ドイツ などでおこっ たいわゆる「民主

化」は，ルーマニアのチャウシ ェスク体制の打倒によっ て， アルバ ニアを除く

東欧杜会主義国全体に浸透することにな った。東欧諸国の「民主化」は，改め

て杜会主義とはどのような体制なのか，あるいはどのような経済構造であるの

かといった問題を提起することにな ったのである 。

　今日の東欧諸国の事態からつかみとることができるのは，杜会主義杜会の実
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１）
現は一定の生産力水準のもとでのみ建設可能であるということであるいわば

一定の生産力水準に到達していないと ，民主主義それ自体も十分に浸透しない

ということである。また杜会主義のもっとも特徴的な生産関係である生産手段

の杜会的所有は，生産力の一定の水準と民主主義を通じて全面的に開花してい

くのではないかということを提起しているのである。東欧諸国の生産力水準は ，

西ヨーロヅハ資本主義諸国に比すれは相当遅れている。少なくとも第２次世界

大戦後の各国の歩みは，杜会主義国よりも資本主義国の生産力水準の発展度の

　　　　　　　　　　　　　　　　（４５３）
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ほうが高いことを示している。このことはまた東欧諸国が従来のソ 連型杜会主

義建設からの離脱を促したのであるか，その原因は何かということを正確に分

析することは経済学にとっ ても重要な課題であろう 。しかし資本主義の生産力

水準が絶対的に高いからとい って，杜会主義体制よりも資本主義体制のほうが

優れた体制であるということを決して意味しないということは当然のことであ

る。 いうまでもなく資本主義の誕生は１９世紀にはいってからであ って，わずか

百数十年の歴史しかない。他方，杜会主義も１９１７年の ロシア革命によっ て誕生

したのであ って，杜会主義的所有関係を形成したにすぎず，杜会主義建設の未

だ途上であるということである。こうした杜会主義体制の建設途上で，一部指

導層の官僚化 ・腐敗 ・堕落，分配制度の欠陥に起因して生産のサポターソ ユな

どか生じ，政治的機能の硬直化と生活資料の不足をもたらした。それか　般大

衆の「民主化」と「生活改善」の要求として結実したのでもある。東欧の今日

の事態は，いわぱ杜会主義建設のスタート台にた ったのてあ って，その過程て

は， 資本主義諸国との経済関係に依存した体制か模索されるかもしれないし ，

資本主義的所有関係の導入，資本主義的市場機構の導入なともはかられるかも

しれないのである 。

　発展した資本主義国は，今日における杜会主義諸国の混迷をどのように捉え

ているのかということは，１９８９年に行われたアメリカ ・ブ ッシ ュ大統領とソ 連

コルハチ ョフ共産党書記長のマルタ会談に代表されている。すなわち「冷戦体

制」から「共存体制」への移行であるということである。資本主義諸国は杜会

主義諸国を敵対する体制のものとして扱わないということを表明したのである 。

敵対する体制として扱わないということは，次のことを意味している。すなわ

ち現時点での資本主義諸国の生産力の優位性は，杜会主義国との経済関係を深

めても資本主義の「危機」を深めるものではなく ，杜会主義諸国を今後資本主

義の市場の一部として取り込んでいくということである。しかし経済学として

このように直線的に資本主義と杜会主義国との関係をとらえてよいのかという

ことには問題があろう 。資本主義と杜会主義の関係は，今日の資本主義の特徴

あるいは世界経済の特徴のなかで，その関係を位置づけなければならないであ

　　　　　　　　　　　　　　　　（４５４）
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ろう 。現代世界経済の特徴からいえることは，現代資本主義の世界市場の広か

りか，今日の東欧の事態を引き起こした要因にな っている。このことをあきら

かにし，さらに今後資本主義は，杜会主義諸国を資本主義世界市場の延長とし

てどのように巻き込んでいくかを明らかにすることが，経済学の重要な課題で

あろう 。

　本稿では，今日の世界経済の特徴をどのように捉えるのかということ ，さら

に日本と杜会主義諸国との経済関係とりわけ貿易の構造はどのようにな ってい

るのかを分析し，資本主義と杜会主義諸国との国際的経済関係の今後の動向を

探ろうとするものである 。

　　１）たとえぼ「杜会主義と資本主義」というテーマでおこなわれたシンポジウムに

　　　おける，渋谷将の意見を参照。『経済』１９９０年１月号，１０２～３ぺ 一ジ 。

２． 現代世界経済の特徴と社会主義

　現代世界経済は，１９７４－５年恐慌を境にして形成されてきている 。１９７４－５年恐

慌はいわゆる石油ショックを契機として生じたものであるが，１８７３年の「大不

況」，１９２９年の「世界恐慌」とは必ずしも同一の性格をもつ恐慌ではない。も

ちろん１９７４－５年恐慌は相対的過剰生産恐慌として位置づけられるのであるが ，

過剰の規模は前の恐慌と比べれぼ比較にならないほど大きいのにもかかわらず ，

その発現形態においては異な っていたのである 。１９７４－５年恐慌を導いた原因は

アメリカの資本主義世界市場における支配の弱体化である。すなわちアメリカ

の生産力拡大 ・市場拡大を支えてきたＩＭＦ ・ＧＡＴＴ体制は，アメリカの生産

力の相対的低下すなわち西 ヨーロッバ，日本の生産力水準の上昇が，アメリカ

中心の体制の維持を不可能としたのであ った。それまでのアメリカの世界市場

支配は，アメリカ国内の生産構造の矛盾を西 ヨーロッパ，日本あるいは発展途

上諸国に転化していたのてあったか，１９６０年代後半からその構造か円滑に働か

なくな ったのである。例えば１９６０年代にアメリカの過剰資本の処理の一形態と

　　　　　　　　　　　　　　　　（４５５）
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して多国籍企業が発展したが，１９７０年代になると多国籍企業の発展は，過剰資

本の処理形態から大量の過剰資本の累積をもたらすことにな った。またアメリ

カからの資本輸出は，アメリカ国内での設備投資を相対的に減少させ国際的競

争力の相対的低下をもたらすことにな った。あるいはアメリカの世界市場支配

を補完したＩＭＦ体制の機軸である金 ・トル交換の停止を余儀なくさせる結果

とな った。アメリカは，世界市場における相対的地位の低下を補うためにアメ

リカの過剰商品の処理としてＧＡＴＴの内実化をはかったり ，援助などでの増

大をはかってきたのであ ったが，こうしたメカニ ズムがアメリカの生産力の相

対的低下あるいは世界経済の構造変化によっ て円滑にいかなくな ったのである 。

０ＰＥＣ諸国による石油価格引き上げ，石油輸出削減などを契機としてアメリ

カの世界市場支配メカニスムが十分に働かなくな ったその表現形態が，具体的

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１）
な恐慌として生じたのてあり ，世界的規模で発生することにな ったのである 。

　ところが１９７４－５年恐慌以降，資本主義世界経済は大きな転換点を迎えること

にな った。世界経済のレベルから捉えればアメリカ主導あるいはアメリカ支配

が貫徹できなくな ったことである。恐慌以降の長期不況は，各国をして不況の

解決策として種々な政策を必要とした。西 ヨーロッパでは１９７４年にイギリスが

ＥＣに加盟することによっ て拡大ＥＣを目指すことにな った。ＥＣは単なる関

税同盟の枠を越えて，通貨，農業政策あるいは欧州議会の発足にみられるよう

に共通の経済政策を採用することによっ て不況を克服し，アメリカに対抗する

巨大市場を形成し，各国の経済的状況を安定化することに目標を置くことにな

った。この拡大ＥＣにおける１９９２年の経済統合は，国民経済の枠を越えてのも

ので，従来の経済学の枠組みを崩すような目標を掲げている。例えぱＥＣは国

際的中央銀行を設立し，そのもとで通貨を発行するという目標である。経済学

において国民経済を表すさいに取られた基本的指標は，国民的通貨の発行権で

あっ た。 ところがＥＣでは各国通貨の発行権までも拡大ＥＣにおいて行うとい

うことで，改めて国民経済とは何か，資本主義は国民経済あるいは国境を取り

除いて存在可能であるのかなどという問題を提起している 。

　また発展途上国の問題では，１９８０年代に入ってその様相か大きく変化してき

　　　　　　　　　　　　　　　　（４５６）
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ている。「南北問題」の本質は，周知のごとく資本主義 ・帝国主義のかつての

植民地 ・従属国が形式的には政治的独立をはたし，反帝国主義 ・反植民地主義

を掲げるのに対して先進資本主義国が，いかに実質的に支配を維持 ・強化して

いくかということである。発展途上国の論理は，先進資本主義国と反対で，政

治的独立だけでなく ，経済的自立化をはかり ，いかにして先進資本主義国から

の支配から脱却していくかということが課題にな っている。先進資本主義国の

論理は，発展途上国の実質的な支配てあるから，そこに先進資本主義国と発展

途上国の対立関係が生じる要因をもっ ていたのである 。１９５５年のアジア ・アフ

リカ会議，１９６４年のＵＮＣＴＡＤ，１９７４年のＮＩＥＯなどはその象徴であろう 。

１９７３年のいわゆる石油危機もこうした発展途上国の自立化運動と密接に結び付

いているのである。ところが先進資本主義国の発展途上国に対する支配は，発

展途上国の自立化すなわち民族自立 ・経済的自立運動が激しくなれぼなるほど ，

その形態の変化も急速であ った。例えぼ ロメ 協定に代表されるように西 ヨーロ

ッバ諸国の旧植民地 ・従属国に対する貿易条件 ・援助などの方策にあらわれて

いる。いわば発展途上国諸国の自立化を促しながら，実質的な支配を維持する

という方策てある。それは援助とりわけＯＤＡ増大なとをはかるということて

もある。先進資本主義国は，発展途上諸国の差別と選別という政策を強化して

いくことになる 。

　発展途上国といっても現在ではその生産力水準は大きく異な ってきている 。

アジァＮＩＥｓに代表されるように生産力水準が急速に拡大し，資本主義的生産

関係が杜会の隅ずみにまで浸透するようにな った国 ・地域の存在。メキシコ

ブラジルのようにある段階までは急速に生産力が拡大し，資本主義的商品生産

が支配的にな った国，タイ ，マレーシァ，インドネシァなどアジァＮＩＥｓに迫

るような国の存在，石油などの天然資源を利用して資本主義的商品生産を拡大

しようとする国，そして天然資源も乏しくただ人口だけか爆発的に増大する国

の存在というように分化が急速に進行しているのである。こうした発展途上国

間の分化はかつての反帝国主義 ・反植民地主義という運動の内容も変化せざる

をえなくな っている。ＮＩＥＯの運動が現在形骸化しているという状況からも明

　　　　　　　　　　　　　　　　（４５７）
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かである。とりわげ発展途上諸国問の生産力水準の格差増大をもたらしたのは

先進資本主義副こよる援助およぴ資本輸出の差別と選別である。もともと援助

は輸出奨励を目的としているか，援助の増大は発展途上国の商品経済化を促進

し，　般大衆の生活が資本主義的商品に依存しなけれはならないような状況を

つくりだす。例えば商品の購入のために農業では自家消費のための作物から換

金作物とりわけ輸出作物に転化したり ，あるいは農民の賃労働者化を促したり

する。賃労働者化の進行は，やがて自らの労働力の価値実現のためにすなわち

労働の場を求めて都市に流入する。しかし生産力水準の低い段階では，いかに

低賃金労働力であってもその価値を実現する場が少ない。とくに１９７４－５年恐慌

以降アジア ・アフリカの数多くの国で生じているように，大都市への急激な人

口流入は，貧困集積地としてのいわゆるスラム地域をつくりだしている。さら

に先進資本主義国の援助をてことした政策は，発展途上国内部の生産構造の変

化を促していく 。発展途上国はかつての植民地 ・従属国であった状態と同様に

先進資本主義国向げの原料 ・食料の供給基地に再編されていき，ますます先進

資本主義国への依存か強められるという状況もつくり出されている。また援助

なとを通じて産業基盤が確立した発展途上国に対しては，先進資本主義国内部

の生産の一部移転が行われるようにな ってもいる。それは先進資本主義国の労

働集約的部門なとの生産の移転である。かつて発展途上国では輸入代替商品の

生産から開始し，やがて全体の生産水準を高めることができるという考え方が

出されていたが，輸入代替商品の生産ではたく ，先進資本主義国の生産体系の

中に組み込まれなければ生産力水準を拡大できないというメカニ ズムが働くよ

うにな ってきているのである 。

　先進資本主義国と発展途上国との国際的生産関係は，発展途上国を資本主義

国の生産体系の中に組み込むということが特徴的にな っている。このことは旧

植民地との関係においても同じ性格をもつといえるが，今日の状況は，資本主

義と発展途上国との生産の網が原料 ・食糧の生産体系と工業製品の生産体系
，

さらに販売市場としての位置づけなど多様化しているのが特徴である。いわぱ

先進資本主義国と発展途上国の関係はかつての食糧 ・原料の供給基地，販売市
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場としていわは直線的な関係てあったのか，発展途上諸国の国 ・地域によっ て

それぞれの意義が異な ったりあるいは位置づけが異な ったり ，多様なまたは重

層的な関係が形成されているのである。こうした関係が発展途上諸国間の分化

を促進させているのである。したがって生産力の発展した発展途上国は，一部

先進資本主義国との間て国際的競争の軌轄すなわち「貿易摩擦」を起こしたり ，

外国為替相場の変更を余儀なくされたりするのである。さらには先進資本主義

国と発展途上国との生産関係は単なる国際的下請けではなく ，２国間で一部競

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２）
合したり ，あるいは第３国市場での競合も行われるようにな ってきている 。

また途上国問ての競合，国際的分業の再編なとの新しい事態も生じている 。

　先進資本主義国と発展途上国の関係が１９７０年代にはいってその様相が変化し

てきているのと同様に，資本主義国と杜会主義諸国との関係も大きく変化して

きている。第２次世界大戦後の資本主義と杜会主義との関係は，いわゆる「冷

戦体制」として資本主義と杜会主義との対抗関係であると規定する考え方があ

った。資本主義の再生産構造も体制間対抗との関係で形成されているのであ っ

て， それが軍事部門を主体とした技術発展，生産力発展に結び付いた，とする

のてある。いわは第２次世界大戦後の資本主義は，杜会主義体制の存在によっ

てその生産力あるいは再生産構造も規定されたとする考え方である。しかし

１９８９年にな って東欧諸国のいわゆる「民主化」要求，あるいはブ ッシ ュ・ アメ

リカ大統領とコルパチ ョフソ 連共産党書記長とのマルタ会談での「冷戦体制の

終結」という言葉に代表されるように，資本主義と杜会主義との対抗関係は ，

今日では資本主義の側からすれは基本的国際的問題てはないということを示し

ているのである。こうした事態から世界経済論は，なにゆえこのような関係に

なっ たのか，あるいはもともと資本主義と杜会主義との対抗関係というものは ，

資本主義にとっ ては基本的国際的関係てはなかったのか，ということを解明し

なければならない 。

　資本主義にとっ て第２次世界大戦後の杜会主義諸国は，市場の規模としては

大きなものではなかったのである。すなわち当時の杜会主義諸国は，生産力水

準において絶対的に遅れた諸国であ って，市場の規模は著しく小さいものであ

　　　　　　　　　　　　　　　　（４５９）
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った。杜会主義諸国でその後生産力の発展が飛躍的に進んていったのならは ，

資本主義にとっ て杜会主義諸国との関係は，現在とは異な った関係を結んでい

ったかもしれない 。

　杜会主義杜会は生産力発展の遅れた国であり ，さらにＣＯＭＥＣＯＮに代表

されるように東欧諸国はソ 連中心の国際的関係を形成せざるをえない状況かあ

った。いわぱ国民経済の発展よりもソ連中心の発展を要請されたのでもある 。

絶対的に生産力水準の低い東欧諸国では，「資本蓄積」も十分に行われないよ

うな状況のもとで，一部特権階層の堕落 ・利権の取得は，　般大衆の杜会主義

建設の意欲を喪失させ生産のサボタージ ュにまでつながってい った。こうした

状況か「民主化」要求の基本的な要因になっていることは否定しえないであろ

う。

　そこて第２次世界大戦後の資本主義と杜会主義との対抗関係が今日の世界経

済の基本的枠組みを形成したものであるという考え方の再検討が必要にな って

きている。結論だけ述へれぱ，戦後の資本主義にとって杜会主義との関係は ，

対抗関係を標傍しなから，実際は杜会主義諸国の生産力水準の低さから杜会主

義諸国のいわゆる「封じ込め」が可能であるということであ った。ところがア

メリカは周知のように１９６０年代の末から資本主義世界市場支配か低下するよう

にな った。典型的にはＩＭＦの動揺に現れている。アメリヵの生産力 ・国際的

競争力の相対的低下すなわち西 ヨーロヅパ，日本の生産力の増大は，アメリカ

の世界市場支配の構造の変化も余儀なくされたのである。杜会主義との関係は ，

従来の「封じ込め」から市場拡大への変更である。その象徴が１９７１年の当時の

ニクソン ・アメリカ大統領の中国訪問である。もちろん当時の中国は，いわゆ

る「文化大革命」が一応の結末をえて，杜会主義建設の緒についたところであ

ったし，またソ連と中国との杜会主義建設をめくる対立から独自の杜会主義を

模索しなげれぱならない，という状況もあ った。しかし国際的経済関係の視点

からすれぱアメリカの世界市場進出は，資本主義杜会，発展途上国のみならず

杜会主義杜会にまで進まなげれはならない客観的状況にな っていたことを示し

ているのである 。

　　　　　　　　　　　　　　　　（４６０）
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　こうした状況をさらに促進させたのが，１９７４－５年世界恐慌であ った。恐慌以

降の先進資本主義国は不況を十分に克服できないままに今日いた っている。そ

の過程の中で，資本主義は不況の克服策として，外国市場の拡大を求めた。よ

り競争力の高いあるいは付加価値の高い部門への参入 ・生産拡大，競争力の低

い部門の縮小あるいは外国への移転などである。日本では合理化，技術革新な

どとして高度技術集約型の生産部門が拡大したのであ った。また石油価格の上

昇によって石油産出国においては大量のトルを蓄積するようにな ったし，アメ

リカのドル流出は各国をして過剰のドルを保持することにな った。さらにスタ

グフレーショ１／という状況に代表されるように不況下の価格上昇は，独占の内

部留保を増大させた。ところか独占の大量の内部留保は，不況の長期化で大量

の資本過剰状況を生み出した。こうした過剰資本が国際的投機資金に利用され

たり ，あるいは発展途上国諸国への貸付として利用されたのであ った。今日の

発展途上国諸国債務の過剰なまでの累積は，こうした背景のもとで引き起 こさ

れているのである。先進資本主義国の過剰資本は，発展途上国諸国だけではな

く杜会主義諸国にも進出してい った。ポーラノド，東ドイツ ，ハンガリー等の

今日の過大なまでの債務累積は，１９７０年代後半からのものである 。

　今日の資本主義は杜会主義諸国に対して，従来の「封じ込め」すなわち杜会

主義的生産力発展を促さないという政策から，明らかに「過剰資本」の処理の

場として，また商品の販売市場，さらには安価な労働力を利用する現地生産の

場として位置づけるようにな ったのである。さらには，杜会主義諸国の生産力

水準の低さから，先進資本主義国の資本，技術などを積極的に導入しなげれぼ

ならないような状況にもな っている。こうした資本主義の杜会主義杜会との経

済関係の変化か，今目の東欧諸国の変革をもたらした一因であることは否定し

がたいであろう 。

　　１）現代世界経済の捉えかたに関しては ，

　　　　拙稿ｒ現代世界経済分析の視点」，田村 ・柳ケ瀬，山下編『岐路にたつ国際秩

　　　序』，法律文化杜，１９８９年所収，を参照されたい 。

　　２）松村文武は，現代世界経済の特徴を次のように要約している 。

　　　　現代世界経済は，１９７０年代において大きな構造変化を経験している。その変化

　　　　　　　　　　　　　　　　　（４６１）
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　　はつぎの８つに要約される，ｒすなわち，１ ．ドル ・シヨッ ク， ２．
オイル ・シ

　　 ョック ，３ ．スタグフレーション，４ ．新重商主義の台頭，５ ．多国籍企業の発

　　展，６　途上国の累積債務，７　軍拡経済，８　 ハイテク産業の勃興，というこ

　　とになろう 。

　　　それではこの経済現象は何に収敏していったのであろうか。この解答が８０年代

　　の前半に顕在化し，それは中心国アメリカにおける＜双子の赤字＞という矛盾に

　　な ってあらわれたのである。」（松村文武『賃務国アメリカの構造』同文館，１９８８

　　年，８べ一ジ）。

　　　松村の現代世界経済の理解は，アメリカ中心の世界であり ，世界経済の運動が

　　 アメリカに影響を与え，そのアメリカの構造変化が，世界経済の運動をつくりだ

　　しているという考え方である。したがってアメリカ以外の先進資本主義国，発展

　　途上国，杜会主義国は，世界経済の運動においてすべてアメリカの従属的変数の

　　位置にしかないということになる 。

３． 東欧社会主義の対外関係

　１９８９年に生じた東欧諸国での「民主化」の動きは，先進資本主義国の対杜会

主義経済政策の新たな拡大機会を与えることにな った。例えばアメリカ政府は ，

ＣＯＣＯＭ規制の緩和，コンピ ューター 通信機器，工作機械などの輸出緩和
　　　　　１）
措置の発表。目本の海部首相は，１９９０年１月東欧訪問の際に３年間で日本輸出

入銀行融資１０億ドル，貿易保険の引受７億５，ＯＯＯ万ドル，その他食糧援助，技
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２）
術協力などで総額１９億ドルの新たな支援政策の打ち出し。ＥＣ委員会のドロー

ル委員長は，東欧支援のためのＥＣ予算１９９０年２億ＥＣＵの大幅な上積みを要
３）

請。 フランスのミッ テラン大統領は，ハソガリー に３年間で総額２０億フランの
　　　　　４）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５）
融資を発表。あるいは西ドイツは，東ドイツにたいして６０億マルクを融資。こ

れらはいずれも１９９０年にな ってから提起された東欧諸国への政策である。いず

れの政策も東欧支援と東欧の市場拡大をうた っている 。

　こうした先進資本主義国の東欧支援政策に対応するように，東欧諸国は市場

開放あるいは資本主義国外資の積極的導入政策を打ち出した。たとえばハンカ

リー は， 日本に求めた支援の要請項目のなかに，民間投資の促進とりわけ自動

　　　　　　　　　　　　　　　　　（４６２）
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第１表　東欧諸国の貿易額推移　　　（単位）１００万ル＿ブル
１９５０ １９６０ １９７０ １９８０ １９８５ １９８６ １９８７

東　　ド　イ　　ツ　輸出 ３６５ １， ９８７ ４， １２０ １２ ，２３４ ２０，０１９ １９．５９４ １９，２５３

輸入 ４２３ １， ９７５ ４， ３５９ １３，４８４ １８ ，５６６ １９ ，３７２ １８ ，５５４

ポ　ー　ラ　 ン　ド　輸出 ５７１ １， １９３ ３， １９３ １１ ，６８１ １４ ，４０４ １５ ，０１１ １５ ．５０８

輸入 ６０１ １， ３４５ ３， ２４７ １３ ，ｌ１８ １４ ，２５６ １４ ，７２２ １４ ，６９９

ソ　　　　　　連　輸出
１， ６１５ ５， ００７ １１ ，５２０ ４９，６３４ ７２ ，６６４ ６８，２８５ ６８，１４２

輸入
１， ３１０ ５， ０６６ １Ｏ，５５９ ４４ ，４６３ ６９，４２９ ６２ ，５８６ ６０ ，７４１

チェコスロ ヴァ キア　輸出
７０１ １， ７３７ ３， ４１３ １０，０４３ １４ ，９７７ １５ ，２２２ １５ ，７３５

輸入 ５７５ １， ６３４ ３， ３２６ １Ｏ，１９３ １５ ，０４０ １５ ，６８１ １５ ，９０７

ハ　ン　ガ　リ　 ー　輸出 ２９６ ７８７ ２， ０８５ １０，１５７ １５ ，８４５ １５ ，０２６ １６，６０５

輸入 ２８４ ８５６ ２， ２１８ １０ ．６２１ １５ ，０３１ １５ ，４１４ １６ ，７４４

ル　 ー　 マ　 ニ　 ア　輸出 １９１ ６４５ １， ６６５ ７， ６４１ ９， １１１ ８， ３７２

一
輸入 ２１９ ５８３ １， ７６３ ８， ８４６ ７． ２３９ ７， ２８８

’
ブ　ル　ガ　リ　ア　輸出 １０６ ５１４ １， ８０４ ６， ８４７ １０，５６９ １０，２７０ １０，６１７

輸入 １１９ ５７０ １， ６４８ ６， ３７２ １０ ，８２０ １１ ，０４１ １０ ，８２１

（出所）『コメコン諸国統計年鑑』シャパン ・プレス ・フォト ，１９８８年版，３３９ぺ 一一 シより作成 。

車， アルミ加工，バイオテクノロ ジーなどの産業部門の進出を望んでいること
　　６）
を表明。東ドイツでは，従来資本主義国の外資導入を一切認可してこなか った

か経済再建のためには資本主義国の資本導入か不可欠であるとして，出資比率

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　７）
４９％を限度に外資導入を許可する，ということを提案。チ ェコスロ ヴァ キアで

は， 国内の特定企業を先進資本主義国資本に売却もありうる，ということを明
　　　　　　　８）
らかにしている 。

　東欧諸国の先進資本主義国資本への門戸開放政策は，今後急速に進められて

いくであろうが，これに対応して日本の資本も東欧諸国への進出拡大が計画さ

れている。現在までに東欧諸国へ進出している企業は数少たい。ソ 連には，総

合商杜および専門商杜による木材生産，さけ ・ますの養殖など３件，ハノガ

リーこは総合商杜を媒介にしてアミノ 酸Ｌ一リジノの生産，グラスウール，ポ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　９）
リエチレンシートの生産など３件などである。もちろん総合商杜あるいは製造

企業の一部は，東欧諸剛こ海外駐在員事務所を設置している。しかし銀行に関

しては，海外支店あるいは海外駐在員事務所を設置するということはなか った 。

最近にな って東京銀行が東ベルリソに海外駐在員事務所をはじめて設置するこ

とを明らかにしている。その目的は駐在員事務所が窓 口とな って融資を行い ，

　　　　　　　　　　　　　　　　（４６３）
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資金面から東欧諸国の経済改革を支援す

ることと ，目本企業の東欧進出に伴う融

資の窓口となることである。従来日本の

銀行が東欧諸国への融資などをおこなう

場合，スイスのチ ューリッヒ ，西ドイツ

のフラ：■クフルトなどの海外支店，駐在

員事務所が窓 口とな っていた。東欧に日

本の銀行が進出するということは，それ

だけ目本の資本の進出条件が整備されて

いくことを示しているのである 。

　東欧諸国は，先進資本主義国の資本導

入あるいは市場開放，外国貿易の拡大を

積極的に打ち出しているが，今日までの

外国貿易状況は第１表に示しているよう

に１９５０年代，１９６０年代は停滞していた
。

いわゆる「冷戦体制下」で資本主義国の

杜会主義国への輸出が制限されていたこ

と， 杜会主義国の市場自体が小さかった

こと ，ＣＯＭＥＣＯＮの設立がソ 連中心の

国際分業を形成せざるをえなかったこと ，

などがその要因であろう 。ところか１９７０

年代に入ってから資本主義国との貿易額

は飛躍的に拡大する。その状況は第２表

に示したごとくである 。そして１９８０年代

に入ってから貿易は停滞する。むしろ先

進資本主義国との貿易は減少するように

なる 。

　前節で現代の世界経済の特徴を明らか

（４６４）
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第３表　東欧諸国の輸入商品構造推移

９５

（単位）　％

１９６０ １９７０ １９８０ １９８５ １９８６

機械 ・設備 ・輸送手段 １２ ．７ ３４ １２ ３０ ．８ ２６ ．８ ２９ ．５

東
燃料 ・鉱物資源 ・金属 ３８ ．５ ２７ ．６ ３６ ．７ ４２ ．５ ３９ ．８

ド

イ
原料と加工品，食料品 ３９ ．２ ２８ ．１ １８ ．９ １６ ．１ １５ ．６

ツ
一般消費財工業製品

５．

３ ４．
５ ５． Ｏ ６． ２ ６，

５

化学製品，肥料，ゴム ，建築資材，その他
４． ３ ５． ６ ８． ６ ８．

４ ８． ６

機械 ・設備 ・輸送手段 ２７ ．１ ３６ ．２ ３２ ．７ ３２ ．９ ３５ ．０

ポ
燃料 ・鉱物資源 ・金属 ２５ ．３ ２６ ．６ ３１ ．１ ３７ ．５ ３６ ．７

フ 原料と加工品，食料品 ３３ ．９ ２１ ．４ ２０ ．９ １３ ．１ １１ ．７

ン

ド 一般消費財工業製品
５． ５ ６． ４ ６． ４ ９． ２ ９． ４

化学製品，肥料，ゴム ，建築資材，その他
８．
２ ９． ４ ８１

９
７． ３ ７１

２

機械 ・設備 ・輸送手段 ３１ ．１ ３５ ．６ ３３ ．９ ３７ ．１ ４０ ．７

ソ

燃料 ・鉱物資源 ・金属 ２０ ．０ １１ ．８ １４ ．０ １４ ．０ １３ ．３

原料と加工品，食料品 ２３ ．７ ２４ ．９ ３０ ．４ ２５ ．８ ２１ ．０

連 一般消費財工業製品 １６ ．９ １８ ．３ １２ ．２ １２ ．６ １３ ．４

化学製品，肥料，ゴム ，建築資材，その他
８．
３ ９． ４

９．
５ １Ｏ ．５ １１ ．６

チ 機械 ・設備 ・輸送手段 ２１ ．７ ３３ ．４ ３６ ．６ ３４ ．４ ３３ ．７

ス　ェ

ロコ
燃料 ・鉱物資源 ・金属 ２７ ．９ ２３ ．５ ３１ ．７ ４０ ．４ ３９ ．８

ヴ 原料と加工品，食料品 ３７ ．１ ２４ ．１ １６ ．１ １２ ．１ １１ ．３

ア

キ
一般消費財工業製品

３． ４ ８． ５
５， ９ ５． ７ ５． ８

ア 化学製品，肥料，ゴム ，建築資材，その他
９． ９ １０ ．５ ９， ７ ７． ４ ７． ４

機械 ・設備 ・輸送手段 ２８ ．５ ３０ ．９ ３０ ．７ ２８ ．６ ２９ ．４

ノ、

ン
燃料 ・鉱物資涙 弓金属 ２７ ，７ ２３ ．６ ２７ ．０ ２９ ．８ ２８ ．１

ガ 原料と加工品，食料品 ２９ ．２ ２４ ．４ １８ ．６ １５ ．２ １５ ．５

リ

１
一般消費財工業製品

５． １ ７． ７
７．
７ １０ ．２ １０ ，７

化学製品，肥料，ゴム，建築資材，その他
９． ５ １３ ．４ １６ ．Ｏ １６ ．２ １６ ．３

機械 ・設備 ・輸送手段 ４３ ．９ ４０ ．６ ３５ ．４ ３３ ，２ ３７ ，４

プ
ノレ 燃料 ・鉱物資偲 ・金属

２４ ．３ ２９ ．１ ４２ ．９ ４６ ．９ ４３ ．９

ガ 原料と加工品，食料品 １６ ．７ １５ ．９ ９． ７ ９． ５ ８． ５

リ

ア
一般消費財工業製品

７． ６
５．
７

４．
４

３．

８
４．

Ｏ

化学製品，肥料，ゴム ，建築資材，その他
７． ５ ８． ７ ７． ６ ６． ６ ６． ２

（出所）『コメコン諸国統言十年鑑』ジャパン ・プレス ・フォト １９８８年版より作成 。

にしたように，１９６０年代後半からのアメリカの世界市場支配の相対的低下は ，

従来の杜会主義諸国の「封じ込め」政策の転換を余儀なくされたのである。す

なわち杜会主義市場への接近である 。それが１９７０年代にな って貿易額が急速に

拡大した一因とな っている。たとえぼ後述するように日本の貿易は，１９６０年代

に入ってから急速に拡大するか，いわゆる重化学工業製品の輸出は，杜会主義

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（４６５）
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およぴ発展途上国に依存していた。重化学工業製品の国際的競争力か欧米に比

して劣っていたからである。したがって杜会主義国あるいは発展途上国市場に

輸出せざるをえなかったのである 。しかし１９７０年代に入ってからの日本の生産

力発展は，特定の部門では国際的競争力において，欧米諸国を凌ぎ，やかて欧

米市場をも席巻していくようにな ったのである。このことは東欧市場の比率を

小さくしていくことでもあ った 。

　東欧諸国の１９７０年代の貿易の拡大は，生産力発展の結果でもあ ったが，同時

に東欧諸国の工業化が進展していないことの反映でもあ った。第３表は東欧諸

国の輸入商品構造の推移を示している。東欧諸国でソ連を除いて共通している

のは，機械設備，燃料，鉱物資源，食料品の輸入が大きな比重を占めているこ

とである。東欧諸国で消費する石油は，大部分ソ連に依存している。石油価格

は１９７３年のいわゆる「石油ショック」以来高騰し続けている。この石油価格の

高騰は東欧諸国の国際収支を圧迫することにな った。東欧諸国は国際収支を均

衡化するためにソ連への輸出を増大しなげれはならなくなる。すなわちソ 連と

の国際分業関係をさらに一層強めることてある。このことは先進資本主義国と

の貿易拡大を困難にすることでもある。東欧諸国の国際的競争力は　般に低い 。

したかって先進資本主義国との貿易を拡大するためには，国際的競争力を高め

ると同時に，いわゆる技術集約的 ・高付加価値的商品の開発を行っていかなけ

れはならない。こうした生産構造の転換が不可能な場合には，先進資本主義国

の下請げ的国際分業に組み込まれる以外にはないであろう 。現に中国が行って

いるいわゆる「開放」政策は，安価な労働力を提供することによっ て， 先進資

本主義国の資本を大量に導入し，生産力を少しでも高めようとするものである 。

そのためにフリーゾーソなどを設定し外国資本が進出しやすい条件をつくっ て

いるのである 。

　しかし東欧諸国においてはＣＯＭＥＣＯＮの制約によっ て先進資本主義国の

資本か進出できない状況があ った。東欧諸国は，ソ連との国際分業関係の彩成

すなわちソ連の再生産に組み込まれた国際分業形成を余儀なくされていたので

ある。東欧諸国はソ連から石油を輸入するといっても価格の高騰もあり ，十分

　　　　　　　　　　　　　　　　（４６６）
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に輸入できるのではない。ソ 連にとっ ても石油は外貨獲得のための重要な輸出

品であり ，東欧諸国向げよりも ，西 ヨーロッパあるいは日本へ輸出するほうに

向けられる。たとえぼハンガリーでの原油輸入は，１９７０年４３５万トン ，１９８０年

８３４万トン ，１９８５年７２５万トン ，１９８７万トン８５０万トンと推移している。さらに

ガソリンは１９７０年１１万トン ，１９８０年６１万ト！ ，１９８５年３８万トン ，１９８７年３６万ト

ンとな っている。また東ドイツでは，原油輸入は１９７０年１ ，Ｏ００万トン ，１９８０年

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１０）２， １９０万トン ，１９８５年２，２８０万トン ，１９８７年２，０９０万トンとな っており ，大部分

はソ 連からの輸入とな っている。１９７０年代のはじめまでは原油あるいはガソリ

ソなどの輸入も拡大してきたのが，１９７０年代後半から輸入が停滞する，あるい

は１９８０年代に入ってからは減少するという事態も生じている。もちろん先進資

本主義国でも１９８０年代に入って石油輸入は停滞ないし減少しているが，それは

エネルギー需要が減少したからではなく ，代替エネルギーへの転換あるいは省

エネルギー産業への転換などによるものであ って，東欧諸国の状況とは異な っ

ている。ハンガリー 東ドイツのみならず東欧諸国全体にみられるような石油

輸入の停滞ないし減少は，慢性的なエネルギー不足を起こさせる。東欧諸国で

は自動車をもっ ていてもガソリンが不足をしているために走らせることができ

ないとか，暖房にもこと欠くとかいった状況を生みだしたのである 。

　その他東欧諸国の輸入構造て特徴的なことは，　般消費財輸入か少ないこと

である 。ソ 連を除くといずれも輸入に占める比率は１Ｏ％以下である。国民の生

活上必要な消費財の輸入は，十分に行われていないのである。前述したように

東欧諸国はソ 連との国際分業に組み込まれているために，ソ 連向げあるいは

ＣＯＭＥＣＯＮ向け商品の生産を余儀なくされている。それは　般消費財よりも

工業化を促進するための製品であ ったり ，あるいは原材料生産であ ったりであ

り， 直接的に一般消費財を拡大するという国際分業構造ではない。東欧諸国で

は　般消費財の需要は大きくても ，需要に応じられるような生産構造てもなけ

れぼ，輸入によっ て補うという構造にもな っていない。したがって耐久消費財 ，

衣料，食料などにおいて慢性的な「品不足」という状況をつくりだし，国民の

不満をつのらせているのであ った 。

　　　　　　　　　　　　　　　　（４６７）
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　東欧諸国の今日の輸入構

造を形成した原因は，債務

が累積していることにもよ

っている。第４表は，東欧

諸国の債務状況である 。こ

の数字は０ＥＣＤのもので ，

国際機関によっ ては数字か

異なっているが東欧諸国の

　般的賃務状況を示してい

るといえる。この表から明

らかなことは，東欧諸国は

１９７０年代に入って急速に債

務が拡大することである 。

前述のように１９７４－５年の世

界恐慌あるいはアメリカの

世界市場における相対的地

位の低下は，先進資本主義

国をして市場の転換あるい

は拡大をはかることにな っ

た。 それが中国の「開放政

策」につながったり ，発展

途上国の一部の国 ・地域へ

の資本進出，援助の拡大あ

るいは民間借款の増大なと

に結び付いた。東欧諸国に

対しても ，国際的機関のみ

ならず民間を通じて借款が

行われるようにな った。す

（４６８）
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なわち先進資本主義国の資本過剰の一部を処理する地域として杜会主義国が対

象にな ったのてある。ところか東欧諸国はソ連との国際的分業関係に規制され

ているがためと ，国際的競争力か低いために，先進資本主義国との貿易を拡大

することか不可能にな っている。とくに東欧諸国てはいわゆる経済成長が１９８０

年代にはいってから鈍化するという傾向にあるという特徴がある。ポーランド ，

ハンガリー チェコスロ ヴァ キアなどでは１９８０年代の成長率は，１～３％とい

う低い状況にある。さらに特徴的なことは，中央政府による経済計画と実際の

経済成長が乖離していること ，年次毎の経済成長率の振幅が大きいことなどで
　１１）

ある。こうしたなかで東欧諸国は，１９７０年代後半から経済の構造調整というこ

とて企業改革，金融制度，農業政策，対外政策なとでの改革案を提起したので

あっ た。 しかし経済改革を実施しても現実には，成功しないばかりかむしろ ，

改革の不徹底あるいは計画案それ事態が多くの混乱をもたらしたのでもあ った 。

とくに対外関係では，東欧諸国は急速に貿易依存度を高めている中で債務が累

積するというような事態が生じ，先進資本主義国との貿易比率を低下するとい

うことにな ったり ，あるいはイソフレーショソが進行することなどで，その結
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１２）
果が経済成長の鈍化をもたらすということにもな った 。

　東欧諸国の債務の累積は，先進資本主義国との貿易拡大を困難にするはかり

か， その金額の大きさは，テ ソト ・サーヒス ・レノオを増大させている。もっ

とも比率の高いポーラ１／ドでは，「債務を全額返済するのに，西側への輸出の
　　　　　　　　　１３）
３年間分以上を要する」といわれるほど多額であり ，ますます貿易の拡大とり

わけ先進資本主義国からの輸入を縮小せざるをえなくな っているのである。対

外債務は，ルーマニアを除けばいずれも同じような状況で，そこでポーラ１■ド ，

ハ１／ガリーなどに代表されるようにＧＡＴＴおよびＩＭＦに加盟して国際的機

関からの援助を求めるとともに，先進資本主義国に対しては返済の繰延べやあ

るいは新たな借款を要求するようにな ってきているのである 。

　したがって今日の東欧諸国の貿易の特徴は，第１にますます貿易依存度を高

めなから ，ソ 連との国際的分業関係に規制されているかために，先進資本主義

国市場に進出することが困難にな っていること 。第２に先進資本主義国が１９７０

　　　　　　　　　　　　　　　　（４６９）



　１００　　　　　　　　　　立命館経済学（第３８巻 ・第４ ・５号）

年代に入ってから急速に杜会主義市場に接近してきたか，市場の規模，あるい

は賃務の拡大のために，貿易拡大が進行しないということにな っていること 。

第３に杜会主義国の国際的競争力が相対的に低いために，先進資本主義国市場

への進出が困難なこと 。したがってその解決形態は，中国のように低賃金を活

かして日本の下請け的生産を行うか，あるいは東ドイツのように西ドイツの下

請け的生産を行うか，なとによっ て資本主義国との貿易拡大をはかり ，ソ 連あ

るいはＣＯＭＥＣＯＮ依存から脱却する道がとられるようにな ったこと ，など

としてあらわれている 。

１）

２）

３）

４）

５）

６）

７）

８）

９）

１０）

１１）

１２）

　「日本経済新聞」１９９０年１月２３目付き夕刊
。

　「日本経済新聞」１９９０年１月１０日付き
。

　「日本経済新聞」１９９０年１月１８日付き夕刊
。

　「目本経済新聞」１９９０年１月１９日付き夕刊
。

　「日本経済新聞」１９９０年１月２４日付き夕刊
。

　「日本経済新聞」１９９０年１月１２日付き夕刊 。

　「日本経済新聞」１９９０年１月１２日付き夕刊
。

　「日本経済新聞」１９９０年１月２４日付き
。

　数字は，ｒ海外進出企業総覧』東洋経済新報杜，１９９０年版による 。

　数字は，『コメコソ諸国統計年報』１９８８年版，ジヤパン ・プレス ・フォト杜に

よる 。

　『海外投資研究所報』日本輸出入銀行海外投資研究所，第１５巻第１２号，１６べ一

ジを参照 。

　たとえぽソ 連のインフレーションの原因とその克服策について，Ａ ．Ｂ ．アニー

キンは，つぎのように述べている 。

　インフレーショ１■の主たる原因は，ソ連の赤字財政とそのための通貨膨張政策

にあり ，その克服のためには，第１に，杜会主義的所有と私的所有との関連の調

整が必要であること 。第２に，土地の賃貸借を普及させること 。第３に，国家投

資のテ／ポをゆるめること 。第４に，軍事支出を削減すること 。第５に，租税制

度の改革をおこなうこと 。第６に，貯蓄を拡大すること 。第７に，銀行制度を整

備すること 。第８に，労働者の賃金を抑制すること 。第９に，企業の自主性の拡

大をはかること 。第１０に，新しい経済的活動分野を導入すること 。第１１に，政府

および生産単位の管理部門の削減をはかること 。第１２に ，．新しい労働市場を創設

すること ，であると提起し，これらの改革の過程では，大量の失業，企業の整理

などが生じるであろうとしている 。（『人文研ニュース』（立命館大学人文科学研

究所）第１９号，１９８９年４月 。）

　　　　　　　　　　　　　　（４７０）
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１３）　『海外投資研究所報』第１５巻第１２号，２６べ一ジ 。

１０１

４． 日本の対社会主義貿易

　東欧諸国の貿易の概況および現在の問題点をみてきたが，日本と杜会主義国

との貿易関係はどのようにな っているのであろうか。第５表は，日本と杜会主

義国との貿易の概況である。この表で示している杜会主義国とは，ソ 連， 東ド

イツ ，ポーランド，チ ェコスロ ヴァ キア，ルーマニア，ハソガリー ブルガリ

ア， アルバ ニアの東欧圏，中国，北朝鮮，モンゴル，ヴ ヱトナムのアジア圏 ，

合計１２カ国である。日本の対杜会主義貿易は，１９７０年代から急速に拡大した 。

周知のように中国との国交回復が１９７０年代はじめになされてから，中国貿易が

拡大したことか主要な原因とな っている。日本の対杜会主義貿易の比重は ，

１９８５年に輸出金額で約１６２億ドル，比率で９．２％，輸入では１９８８年に金額で１３９

億ドル，比率で７．４％が最大である 。１９８８年の輸出は１３８億ドルと１９８５年に比し

て２０億ドル以上も減少し，比率も５．２％と大幅に低下している。前節で表した

ように，東欧諸国の対先進資本主義国との貿易の停滞は，日本のソ 連を含めた

対東欧貿易にも反映しているということである 。第６ ，７表に示したように ，

第５表　日本の対杜会主義貿易推移

　　　　　　　　　　　　　　（単位）１００万ドル，構成比％

貿　易　総額 杜会主義国の貿易

年次 輸　出 輸　入 輸　出 同構成比 輸　入 同構成比

１９６５ ８， ４５２ ８， １６９ ４７８ ５． ７ ５２７ ６． ５

７０ １９，３１８ １８ ，８８１ １， ０４５ ５． ４ ８８７ ４． ７

７５ ５５ ，７５３ ５７ ．８６３ ４， ６８３ ８．
４ ３， ００６ ５． ２

８０ １２９ ，８０７ １４０，５２８ ９， １５５ ７． １ ６， ６６９ ４． ７

８５ １７５ ，６３８ １２９，５３９ １６ ，１９０ ９１ ２ ８， ４８０ ６．
５

８６ ２０９ ，１５１ １２６，４０８ １４ ，０６４ ６．
７ ８， ２３２ ６．

５

８７ ２２９ ，２２１ １４９，５１５ １１ ，９２４ ５． ２ １０，６２７ ７． １

８８ ２６４ ，９１７ １８７ ，３５４ １３ ，８１８ ５． ２ １３ ，８６３ ７． ４

（出所）『通商白書ｊ各年次より作成 。

（４７１）
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第６表　日本の杜会主義国別輸出推移　　　 （単位） １００万ドル

１９６５ １９７０ １９７５ １９８０ １９８５ １９８８

総　　　計
４７８ １， ０４５ ４， ６８３ ９， １５５ １６，１９０ １３，８１８

アジア圏
２６６ ５９７ ２， ４８３ ５， ５６９ １２，８７５ ９， ９１３

北　朝　鮮
１７ ２３ １８１ ３７４ ２４７ ２３９

中　　国
２４５ ５６９ ２， ２５９ ５， ０７８ １２，４７７ ９， ４７６

モ　ン　ゴル 一 一
１ ４ ２ ４

ヴェトナム ４ ５
一

１１３ １４９ １９４

ヨーロツパ圏
２０５ ４４８ ２， ２００ ３， ５８５ ３， ３１４ ３， ９０６

東ドイツ
１ １５ ４９ １３９ １３７ １５５

ポーランド
５’ ２２ ２５７ ２２８ ７３ ２５８

ソ　　連
１６８ ３４１ １， ６２６ ２， ７７８ ２， ７５１ ３， １３０

チェコスロ ヴァ キア ３ １０ ４５ ６３ ５７ ４８

ハンガリー ２ １２ ３３ １０７ ８３ １０１

アルバ ニア 一
１ １ ２

一 一

ルーマニア
１５ ２６ １３６ ２０３ ９０ ５３

ブルガリア
１１ ２１ ５４ ６５ １２３ １６１

（出所）［通商白書』各年次より作成 。

第７表 日本の杜会主義国別輸入推移　　　 （単位）１００万ドル
１９６５ １９７０ １９７５ １９８０ １９８５ １９８８

総　　　　　計 ５２７ ８８７ ３， ００５ ６， ６６９ ８， ４８０ １３，８６３

ア　ジ　ア　圏
２５１ ２９５ １， ６２３ ４， ５５３ ６， ７３５ １Ｏ，４０５

北　　朝　　鮮 １５ ３４ ６５ １８０ １７９ ３２５

中　　　　　国 ２２５ ２５４ １， ５３１ ４， ３２３ ６， ４８３ ９， ８５９

モ　　ン　　ゴ　　ル Ｉ
１

’
１ ８ ２６

ヴ　ェ　ト　ナ　ム １１ ６
■

４９ ６５ １９６

ヨーロツパ圏
２７５ ５９２ １， ３８３ ２， １１６ １， ７４５ ３， ４５７

東　　ド　イ　 ツ １ ３９ ２９ ４０ ４４ ９３

ポ　ー　ラ　ン　ド ２ ４０ ８０ ６２ ６７ １１６

ソ　　　　　連 ２４０ ４８１ １， １７０ １， ８６０ １， ４３０ ２， ７６６

チェコスロ ヴァ キア ７ １５ ２６ ４９ ５３ １１７

ハ　ン　ガ　リ　ー 一
４ １１ １７ ５２ １６４

ア　ル　パ　ニ　ア 一
０ ８

‘
１２ １１

ル　ー　マ　ニ　ア
１９ ４ ４６ ６６ ６５ １４２

ブル　ガ　リ　ア ６ ９ １４ ２２ ２２ ５０

（出所）　［通商白書』各年次より作成
。

日本の対杜会主義貿易の主軸は中国であ って，１９８８年の構成比では中国が，輸

出で６９％，輸入で７１％を占めている。ソ 連を含めた東欧諸国は同じく１９８８年の

日本の対杜会主義貿易の輸出で２８％，輸入で２５％を占めているにすぎない 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（４７２）
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　戦後の日本貿易は，１９６０年代にはいってからいわゆる重化学工業品の輸出が

拡大したのであ った。しかしその市場は，国際的競争力の関係から発展途上国

に比重カミあ った。また杜会主義諸国にたいしても重化学工業品が主要な輸出品

であ った。アメリカおよび西 ヨーＰツパヘの輸出品は，繊維，雑貨類に代表さ

れるような労働集約的な商品が主軸であ った。しかし「高度成長」は，やがて

重化学工業品の輸出競争力を高め，アメリカ ，ヨーロヅハ市場に進出してい っ

た。１９７０年代に入って日本の工業製品は，アメリカをはじめとする先進資本主

義国市場と東南アノア市場を席巻するようになり ，やかて杜会主義市場は重要

な市場として位置づけられなくなる。なぜならばアメリヵのＣＯＣＯＭ規制の

強化もあるか，杜会主義国とくに東欧からの輸入商品か少ないこか原因てある 。

東欧諸国はソ 連との国際的分業関係に組み込まれていることから，資本主義国

向けの輸出商品に乏しい。とりわけ日本の生産力水準か上昇し国際的競争力も

高い段階て，東欧諸国は目本の産業と競争関係て優位に立てる部門か少ないと

いうことである。しかしアメリカの対杜会主義分断化政策の」つとされた中国

との国交回復は，日本の中国市場拡大の転機にな った。それは商品輸出のみな

らず，資本輸出市場としても位置づけられることであ った。日本の対中国貿易

拡大は，アメリカの対杜会主義政策の変更とまさに時期を同じくしているので

ある 。

　第８表は，日本の対杜会主義貿易の商品別輸出構造の推移である。日本の対

杜会主義商品輸出においていわゆる重化学工業製品の占める比率は，８０％以上

である。特にそのなかでも金属品，機械機器の占める比率は高い。金属品は鉄

鋼を中心としている。鉄鋼は１９８０年代前半までの生産に占める輸出比率は最大

３５％に達していたのが，１９８８年には２４．７％と１Ｏ％以上も低下することにな った 。

日本の鉄鋼業は，１９７０年代前半から長期的不況に陥っており ，輸出拡大は生産

低下を阻止する重要な要因として位置づけられていた。しかしかつて鉄鋼の主

要な輸出地域であったアメリカ ，西 ヨーロッパ市場は鉄鋼の輸入制限や不況の

長期化，輸入国の変更等によっ て， 日本の鉄鋼輸入の減少をはかるようにな っ

た。 また東南アノア市場も ，韓国の鉄鋼産業なとの生産力水準の飛躍的増大な

　　　　　　　　　　　　　　　　（４７３）
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第８表　日本の杜会主義国への商品別輸出推移　 （単位）１００万ドル

１９６５ １９７０ １９７５ １９８０ １９８５ １９８８

輸　　出　　総　　額 ４７８ １， ０４５ ４， ６８３ ９， １５５ １６，１９０ １３，８１８

食　　　料　　　品 １ １ ２ ７ ２６ ３３

原　　燃　　料 ８ １７ ４８ １８３ ２７１ １７１

軽　工　業　品
８２ １８２ ５２１ １， １７０ １， ２７５ １， ４０８

繊　　維　　品 ６３ １４７ ３５２ ７７１ ６９７ ７４４

重化学工業品
３８３ ８３６ ４， ０３８ ７， ６０７ １４，２９６ １１ ，９８９

化　　学　　品 １８３ １９８ ７０５ １， ０２９ １， ０９１ １， ４３７

金　　属　　品 １０２ ３７３ １， ６６１ ２， ９８５ ４， ５６２ ４， １４４

機　械　機　器 １５８ ２６５ １， ６７２ ３， ５９４ ８， ４６３ ６， ４０９

一般機械
７８ １６０ ８６４ １， ９５９ ２， ９４０ ２， ７１３

電　気　機械 ２４ ３２ ２３３ ８２８ ２， ９１６ ２， ７５７

輸送機械
４７ ６０ ５３１ ６８５ ２， ４６５ ７５３

精　密　機　器 １０ １３ ４４ １２１ ３２２ １２６

再輸出特殊取扱品 ３ ９ ７４ １８８ ３２２ ２１６

（出所）　［通商白書』各年次より作成 。

どによっ て輸出の減少が生じたのである。鉄鋼は輸出の減少だけにとどまらず ，

韓国からは安価な鉄鋼製品が流入するようにな ってきてし ・る。したがって目本

の鉄鋼輸出にとっ て杜会主義は，いまや重要な市場として位置づけられるよう

にな ってきている。日本の鉄鋼の地域別輸出比率において杜会主義市場は ，

１９７５年１４．７％，１９８０年１６．３％，１９８５年３９．７％，１９８８年２９．Ｏ％とな っており ，

１９８０年代後半は杜会主義国向げ輸出が一面では目本の鉄鋼生産の大幅な生産低

下を阻止する要因にな っているといえるのである。しかし杜会主義国への輸出

比率が増大しているからとい って，輸出量か大きくなっているわけてはない 。

先にも示したように鉄鋼の輸出量そのものが近年大幅に減少しているからであ

る。 杜会主義市場の比率拡大は，他の地域の輸出減少によっ て生じたものであ

る。

　杜会主義国向けで鉄鋼に次いで輸出額が多いのは，機械機器である。機械機

器のなかでも金属加工機械，繊維機械などか　般機械として分類される主な輸

出品である。電気機械はテレビジ ョン，ＶＴＲなどの耐久消費財と ，半導体が

主な輸出品とな っている。テレビジ ョソ，ＶＴＲあるいはオーデ ィオ機器など

は， 日本の製品に対する　般的需要は大きい。その限りでは輸出数量の増大か

　　　　　　　　　　　　　　　　　（４７４）
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第９表　日本の杜会主義国からの商品別輸入推移（単位）１００万ドル

１９６５ １９７０ １９７５ １９８０ １９８５ １９８８

輸入総額
５２７ ８８７ ３， ００６ ６， ６６９ ８， ４８０ １３ ，８６３

食料品
９５ ９３ ２８０ ６４８ １， ２０７ ２， ４１４

魚介類
２１ ３０ ８７ ２５７ ３３９ １， １０６

原　料　品
１８２ ４２０ ９６３ １， ４４０ １， ３６７ ２， １６４

木　　材
５８ １９８ ４２８ ７３０ ３６５ ７１５

鉱物性燃料
１１０ １０４ １， ０９１ ２， ７４１ ３， ３６５ ２， ７０３

石　　炭
３４ ６９ ２６９ ２９８ ４０５ ６１１

原油 ・粗油
３９ ８ ７４５ １． ９７２ ２， ２２３ １， ６５８

加工製品
１３９ ２６９ ６５７ １， ７２３ ２， １９２ ６， ０８９

化学品
１５ ３９ ９７ ２８８ ４２０ ８０９

機械機器
４ ２３ ２３ ８２ ４５ １８０

繊維製品 一
２９ ２０８ ５４９ ９６９ ２， ４７２

鉄　　鋼
７４ ７０ ３０ ７０ ５７ ７５９

非鉄金属
３４ ８７ ２０７ ４６４ ３９８ １， ０３５

再輸入特殊取扱品 ■
２ １５ １１６ ３５０ ４９２

金
一 ■ 一

４８ １８５ ４１０

（出所）　ｒ通商白書』各年次より作成 。

可能てあるか，現実には輸出を増大することかてきない。原因は杜会主義国の

国際収支上の問題，賃金水準の問題，そして国内の同一産業保護という問題に

ある。これは耐久消費財　般あてはまることてある。例えば自動車は，対杜会

主義にはほとんど輸出されていない。もちろん国際収支上の問題もあるが，ソ

連， 東ドイツなどで自動車を生産しており ，ほとんどの東欧諸国は資本主義国

製の自動車輸入を事実上制限している。したかって国民は性能の劣るまた価格

か非常に高い国産かまたはソ 連の自動車を購入せさるをえなくな っている。そ

れもすぐに購入できるわけではなく ，数年待ってからの購入であるとか，購入

したらすくに次の予約をするとい ったことて，資本主義製の自動車に乗るなと

ということは非常に困難な状況がある。前節でも検討したように杜会主義国の

輸入は，工業化に必要な機械あるいは原料，鉱物性燃料なとに集中し，　般消

費財輸入にまでいたっていないという現状がある。日本の杜会主義貿易もこう

したソ 連中心の国際的分業関係，杜会主義の生産力水準および国際収支状況と

対応しているということになろう 。

　商品別輸入構造を示したのが第９表である。日本の杜会主義諸国からの輸入

　　　　　　　　　　　　　　　　（４７５）
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第１０表　日本のソ連貿易推移 （単位）　１００万ドル

１９６５ １９７０ １９７５ １９８０ １９８５ １９８８

輸出総計
１６８ ３４１ １， ６２６ ２， ７７８ ２， ７５１ ３， １３０

食　料　品 ■ 一
１ １ １ ２

原　燃　料 ６ ５ １６ ５３ ８３ ４９

軽工業品
３６ １２３ ２３１ ３４４ ２５３ ２０３

繊　維　品
２７ １０４ １６８ ２４４ １６７

一

重化学工業品
１２３ ２０５ １， ３３７ ２， ２７２ ２， ２４５ ２， ７７１

化　学　品
２４ ４１ １７６ ３３５ ２５８ ３６０

金　属　品
３７ ５５ ５８７ １， ０６５ ９３７ １， ３１６

鉄　　鋼
３３ ４５ ５４９ ９６６ ８６３ １， ２６０

機械機器
６３ １０９ ５７４ ８７２ １， ０５０ １， ０９６

一般機械
２２ ６９ ３２３ ５０９ ６２８ ６３８

電気機械 ４ １４ ８５ １３１ １９１ ２９０

輸送機械
３４ ２０ １５０ ２０７ １９９ １３６

再輸出 ・特殊取扱品 ３ ８ ４１ １０９ １６８ １０４

輸入総計
２４０ ４８１ １， １７０ １， ８６０ １， ４２９ ２， ７６６

食　料　品 ５ １０ ３３ ７４ １０１ ２８６

魚　介　類 ３ ５ １４ ３５ ６８ ２６９

原　料　品
８２ ２７２ ６７３ ８７９ ４６１ ７３１

木　　材
５８ １９８ ４１８ ７０６ ３５０ ６０４

鉱物性燃料
７８ ７６ ２２９ ２９２ ３５２ ５００

石　　炭
１８ ４４ １６４ １２１ １９７ ３８９

石油（製品） ２８ ２５ ６０ １５０ １３０ １０４

加工製品
７５ １２１ ２３２ ５２３ ３５３ ９１０

化　学　品 ９ １２ ４３ ５４ ５６ ５７

機械機器 ２ ５ ６ ５３ １２ １１

非鉄金属
２６ ７６ １６２ ３２８ ２３０ ６４２

再輸入 ・特殊取扱品
一

２ ３ ９１ １６２ ３３９

金
一 一 ■

４７ １５４ ３３５

（出所）　［通商白書』各年次より作成 。

は， 食料品，木材，石炭，石油なとの鉱物性燃料，繊維製品，非鉄金属なとが

主要な商品である。食料品，原材料などのいわゆる一次産品の輸入比率は ，

１９７０年８０％，１９７５年７８％，１９８０年７２％，１９８５年７０％と局率であり ，１９８８年にな

って５３％に低下している。その原因は対中国貿易において加工製品の輸入比率

が高いからであ って，中国を除いた杜会主義貿易においては，加工製品の輸入

比率はきわめて小さい。とくに食料でも魚介類や水産加工品は，ソ 連からのさ

け・ ます輸入であり ，木材はソ連からのアカマソ，トトマソなどのパルプ用北

　　　　　　　　　　　　　　（４７６）
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　第１１表　日本の中国貿易推移

１０７

（単位）１００万ドル

１９６５ １９７０ １９７５ １９８０ １９８５ １９８８

輸出総計
２４５ ５６９ ２， ２５９ ５， ０７８ １２，４７７ ９， ４７６

食　料　　品 ■ ’ ’
１ ２０ ２５

原　燃　料 １ ７ １８ ２５ ８９ ６７

軽工業品
３４ ２８ １８６ ６１９ ８８２ １， ０６７

繊　維　品
２８ ２１ １２３ ４０４ ４７１ ５８７

童化学工業品
２１０ ５３４ ２， ０３９ ４， ３７３ １１ ，３４９ ８， ２４２

化　学　品
９３ １３８ ４５３ ５４３ ７１３ ９４１

金　属　品
４９ ２７６ ８９０ １， ６８３ ３， ５３０ ２， ７３６

鉄　　鋼
４７ ２３７ ７９５ １， ３７０ ３， １９３ ２， ４７１

機械機器
６８ １１９ ６９６ ２， １４７ ７， １０６ ４， ５６４

一般機械
４６ ７０ ３３８ １， １７３ ２， ０５５ １， ７５４

電気機械
１３ ６ ７３ ４８４ ２， ５７６ ２， １５５

輸送機械 ３ ３９ ２６７ ４１５ ２， ２００ ５２５

再輸出 ・特殊取扱品 １
一

１６ ６１ １３８ ７６

輸　入　総計
２２５ ２５４ １， ５３１ ４， ３２３ ６， ４８３ ９， ８５９

食　料　品
８１ ６７ ２０２ ４７１ ９４４ １， ７８１

魚　介　類
１８ ２３ ６７ １８２ １６９ ６００

穀　　　物
２７ ２ １４

■
３７７ ２１２

果実及び野菜
１６ ２６ ５６ １４７ ２１８ ６０５

原　料　品
８７ １１６ ２４８ ５００ ８２７ １， ３１８

繊維原料 一 一
９０ １７９ ３５５ ５８１

その他の原料 一 一
１５３ ３１２ ４６３ ６８１

大　　　豆
４５ ３６ ７３ ３７ ７６ ９７

鉱物性燃料
９ ６ ７６４ ２， ３７７ ２， ９７０ ２， １１９

石　　　炭 ８ ４ １７ １１７ １８４ １９５

原油及び粗油 ’
２ ７４０ １， ９５２ ２， １９９ １， ６０２

加工製品
４７

■
３０６ ９５３ １， ５９９ ４， ５６４

化　学　品 ６ ２３ ４０ １９８ ３０２ ６１９

繊維製品
２ ２６ １９９ ５３３ ９５７ ２， ４３８

衣　　類 １ １０ ５６ ２３９ ４６０ ７６８

再輸入 ・特殊取扱品 ’ 一
１１ ２２ １５２ ７７

（出所）　『通商白書』各年次よりｆ乍成 。

洋材が中心である。また鉱物性燃料は，中国からの石炭，石油およびソ 連から

の石炭を主としている。このような杜会主義諸国との貿易構造は，総体として

は日本から工業製品を輸出し，杜会主義諸国からは原材料，燃料を輸入すると

いう ，いわぼ先進工業国と発展途上国型貿易構造といわれているものに近い形

態であるといえるであろう 。近年になって加工製品の輸入金額および比率が増

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（４７７）
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大したのは，中国からの繊維製品，雑貨類なとの輸入か増大したからで，中国

の安価な労働力を利用したいわゆる軽工業製品の輸入の増大にほかならない 。

したがって今日の日本の対杜会主義貿易の状況は，１９７０年代と１９８０前半の状況

と基本的には大きな変化が見られないということになろう 。

　日本の対杜会主義貿易で比較的比重の大きいソ連と中国の状況を示したのが ，

第１０，１１表である。対ソ 連貿易は１９８０年代に入ってからは，停滞している。ソ

連のアフガニスタン侵攻による経済制裁の影響はあるが，中国などに比べると

貿易の伸ぴは小さい。輸出商品は化学品，鉄鋼なとの金属品，　般機械なとで

ある。電気機械，自動車あるいは精密機器などの現在日本の主要な輸出商品は ，

ソ連に関してはほとんど輸出されていない。輸出金額の停滞の原因は，主要に

はソ 連の輸出商品，日本からすれば輸入商品が少ないということである。日本

の主要な輸入商品は，さけ，ます，かになとの魚介類，綿花，木材，石炭，白

金， 金などであり ，魚介類と金を除いてはいずれも工業用の原材料 ・燃料であ

る。 このうちもっとも金額の大きい北洋材の輸入に関しては，近年アメリカ“

カナダに転換しつつある。そうなるとソ連からの輸入商品はますます限られて

くるということになる。すなわちソ 連からの輸入商品の少なさが日本の対 ソ連

輸出の停滞の原因であるということになる。資本主義国と杜会主義国との貿易

関係では原則として収支均衡を条件としている 。ソ連からの輸入商品が少ない

とすれば，当然日本からの輸出商品は停滞するということになろう 。

　こうしたソ 連貿易と異な って，貿易の拡大が続けられているのが中国貿易で

ある 。日本の中国貿易は１９８８年にな って輸入超過になり ，１９８９年には輸入超過

額はさらに拡大し，２６億ドルに達している。中国への輸出商品は，化学品，鉄

鋼，　般機械，電気機械なとの重化学工業品を主としている。このように中国

に工業製品の輸出量が大きいのは，中国に対してＯＤＡをはじめとする援助が

多額の規模で行われていることである。つい最近も中国との間で合意をえた第

３次（１９９０－５年間）円借款は，総額８，１ＯＯ億円の規模で，ダム建設，火力発電所 ，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１）
肥料プラ１■トなど４２プ ロジ ェクトが候補にな っている。こうした円借款は，日

本の輸出を促進させる役割をえんじている。例えぼ１９８８年１２月末までの対中国

　　　　　　　　　　　　　　　　（４７８）
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公的資金鴇力は総額８，２３７億円の巨額に達しており ，そのうち無償協力はわず

か６％，５００億円にすぎない。残りは有償協力でプ ロジ ェクト借款６，４３７億円 ，

　　　　　　　　　　　　　　２）
商品借款１，３００億円とな っている。中国の公的借款の約３分の１は日本が行 っ

ているのであるが，これらの借款はすべて輸出促進に結び付いているというこ

とになる 。

　中国貿易の拡大は，日本企業の進出も大きな要因にな っている。中国への海

外進出は，１９８９年末で総計２２８件，そのうち製造業１３１件，農林水産業４件，鉱

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３）
業１件，建設業１４件，その他７９件とな っている 。中国への海外進出は１９８１年に

開始され，１９８４年以降毎年１０件以上の進出件数を数えている。製造業のなかで

もっとも多いのは，電気機械次いで化学，食料品と続いている。その他に繊維

産業などで中国との合弁あるいは委託生産などが行われている。電気機械，化

学， あるいは繊維部門に代表されるように，中国での生産は，安価な労働力を

利用した日本企業の下請げ的生産であり ，その生産物が日本に輸入されるか ，

あるいは第３国に輸出されるかの方法が取られている。日本の対中国貿易とく

に輸入の増大の要因は，こうした日本企業の中国進出と関連しているというこ

とである 。

　日本の対杜会主義貿易の概況をみてきたが，中国を除いて杜会主義貿易は

１９８０年代は停滞している。しかし東欧諸国における「民主化」の進展は，日本

資本の進出を促進することになるし，また貿易の拡大につながっていこう 。中

国は「民主化」が進展しなかったのであるが，中国政府の先進資本主義国資本

の積極的受げ入れの「開放政策」が，日本あるいはアメリカとの貿易の拡大と

なっ た。 それはまた中国国内での階層分化を促進したり ，農業と工業，都市と

農村，国内向け製造業と輸出製造業との格差が増大したり矛盾が拡大したりし

ている。したがって東欧諸国の「開放化」はやがて中国が抱えている経済的諸

問題に直面してくるかもしれない 。

　　１）「日本経済新聞」１９９０年１月２０日付き 。

　　２）　『経済協力の現状と問題点』通商産業省 ，１９８８年，各論による 。

　　３）　『海外進出企業総覧』１９９０年版による 。

（４７９）
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５． おわりに

　本稿は東欧諸国の「民主化」にはじまる，杜会主義杜会の諸問題を，現代世

界経済の特徴と貿易という側面から捉えてきた。今日の事態は東欧諸国の生産

力水準の低さが一因である。したがって東欧諸国が「杜会主義」杜会に到達し

ていたのかどうかという問題になると ，はなはだ疑わしい状況があろう 。杜会

主義とはどういう段階かということになれば，種々議論があろう 。こうした議

論は本稿の対象ではないので今後の課題とする。ただし今日の東欧諸国の現状

からすれば，杜会主義杜会段階というよりも ，むしろ共産党，労働者党などの

一党独裁による杜会で，これらの政権によっ ていわば所有形態だけが杜会的で

あっ て経済的発展段階としては，「国家資本主義」的というべき経済体制が形

成されてきた，と考えられなくもない。東欧諸国におけるように資本主義が未

発達な段階での所有関係の変更は，杜会主義杜会を建設するというよりも ，国

家による蓄積機構を整備するということで，その過程の中て一部の支配層にお

ける腐敗，堕落が生じ，それが大衆の「民主化」要求とな って現れたのであろ

う。

　こうした東欧諸国の変化は，さきにも述べたように，１９７０年代後半からの先

進資本主義諸国の不況の長期化とそれに伴う世界経済の構造変化と無関係では

ない。先進資本主義諸国の発展途上国を含めての市場拡大行動が東欧諸国の変

化を促した側面をみる必要があろう 。東欧の今日の事態を改めて整理すれば次

のようになるであろう 。第１に，東欧諸国の生産力水準の低さ ，すなわち東欧

諸国は杜会主義的所有関係を形成しているが，先進資本主義国あるいはＮＩＥｓ

諸国に比しても絶対的生産力が低いこと ，第２に，その低い生産力水準のもと

で東欧諸国はソ連との国際的分業関係の形成を余儀なくされたこと ，第３に ，

１９７０年代からの先進資本主義国とくにアメリカによる対杜会主義政策の転換
，

杜会主義市場拡大政策は，東欧諸国の　般大衆に消費生活の転換の一端をもた

　　　　　　　　　　　　　　　　（４８０）
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らしたことである 。

　しかし東欧諸国の国際収支状況とりわげ国際的競争力の低さは，輸入を困難

にさせたこと ，また先進資本主義国の大量の過剰資本の流入によっ て債務が累

積したこと ，これらは結局資本主義国からの輸入を減少させ，大衆に　般消費

財の豊富化 ・多様化の消費の夢 ・希望を打ち砕いたことである。したがって今

日の東欧の「民主化」の方向は，資本主義をして東欧諸国を含めての市場ある

いは世界市場の拡大をはかることになろう 。それは東欧諸国を資本主義杜会に

対する対抗関係として位置づけるのではなく ，市場の一部として資本主義体制

に組み込んでいく過程であるということになろう 。その結果は一部の国でブラ

ジルやメキシコ が辿ったのと同じ道を歩むかもしれないし，資本主義的生産関

係が支配的にな ってくるかもしれない。いずれにしても ，国民がどのような方

向を目指すのか，自らが主人公としてその役割を果たすのでなけれぼならない

であろう 。

　本稿では，資本主義と杜会主義諸国との貿易の一部の特徴を明らかにしたに

すぎない。資本主義と杜会主義，杜会主義と発展途上国，杜会主義相互間の貿

易など多面的な分析を通じて，今日の杜会主義諸国の国際的経済関係の特徴を

明らかにしなげれぼならないし，また先進資本主義国の資本，技術移転などの

実態も明らかにしなけれぼならないであろう 。それらはいずれも今後の課題で

ある 。

（４８１）




